
（該当業務： ）

）

）

年度

根拠条例等

根拠法令要綱等

適正な管理運営を行い、来館者に安全で快適な環境で施設を利
用していただく。

事業の対象（誰に対して・何に対して）

生活文化総合センター（図書館・資料館）施設について、空調機、自動ドア等、設備の保守点検、及び清掃等の維持管理を専門業者に委
託して行う。

③

Ｂ Ｃ

播磨内陸生活文化総合センター条例根拠条例等

(①または②の場合)

年度未定

②

根拠法令要綱等

完了予定年度事業開始年度 昭和５９

平成21年度の実施内容・成果

基
本
事
項

行動計画掲載

総事業費 百万円

企画政策課
意 見

百万円

市 長 指 示 事 項 等

百万円 百万円

平成21年度の実施内容・計画どおり実施できなかった理由

平成21年度 平成22年度 平成23年度

生涯学習施設の整備・充実

款02

以降

展開方針
（年度別の事業内容）

平成20年度（参考）

08

法令名・根拠条文

目

事業の内容（目的達成のための手段・方法）

◆◇◆ 事 務 事 業 評 価 票 ◆◇◆

教育費

05 社会教育費項

01 一般会計財
務
科
目

豊かな人間性をはぐくむ生涯学習の推進

基 本 政 策

内橋純悟

事業の目的（どういう状態にしたいのか）

生活文化総合センター費

課名
生活文化総合センター

番号 所属長名

03

02

総
合
計
画

部名

生活文化管理運営事業（生活文化総合センター）

枝番号

10

会計こころ豊かな人が育ち、いきいきと活躍できるまち

教育委員会

事務事業名

事
務
事
業
の
概
要

百万円 百万円

Ａ

委託の場合

図書館、郷土資料館の利用者

①

確 認 項 目

政 策

施 策

優先度◆◇◆ 総合計画・行動計画 施策シート ◆◇◆

補助・単独

実施形態

正規職員が関与すべき法的義務性

国・県の補助金有り 市単独

なし あり

直営 一部委託 その他（補助・負担金全部委託

入札 随意契約（契約先：

① 計画どおり進んでいる。

② おおむね計画どおり進んでいる。

⑤ 完了・達成（計画事業の終了）

③ 着手しているが、計画よりも遅れている

④ 計画どおり着手していない。

総合計画対象事業

市長公約・懸案事項

議会確認事項

Ａ Ｂ Ｃ

新規 継続 単年度

市単費上乗せ

義務実施事業

努力義務実施事業

任意実施事業

経常 臨時

1/2



【１次評価】 評価実施：平成21年度

【２次評価】 評価実施：平成21年度

【３次評価】

施設管理において、各種設備の保守管理委託をそれぞれの設備ごとに別の業者に発注してい
る。
開館から25年を経過しており、老朽化が進んでいる。そのため、修繕箇所も多く、保守管理維持経
費が莫大にかかっている状況であり、今後も多額のメンテナンス費用が必要と思われる状況にあ
る。

評価結果

判
断
理
由

改
善
策

５ 市民ニーズの把握

評価結果 図書館及び郷土資料館を運営していくうえで必要な施設の管理運営事業であり、引き続き維持し
実施する必要がる。
しかし、開館以降25年が経過している上に、設備の老朽化が激しく修繕箇所が多く見受けられる。
過去にも不備が発生するたびごとに修繕を繰り返しているが、追いつかないのが現状である。

評価結果 判
断
理
由

改
善
策

施設を維持していく上で基礎となる事業であるだけに、不備な箇所を洗い出し優先順位をつけて
いくことが必要ではあるが、それ以前の問題としてコストがかかりすぎる面から考えると、最良な改
善策が見当たらないのが現状である。

１

改
善
策

設備ごとに発注している保守委託等を、施設を総合的に捉え、全館メンテナンス的に施設管理委託をまとめて発注した場合と従前の方法と
の経費の比較検討を行う必要がある。また、市職員が担わなければならない業務と、窓口業務等のアウトソーシングが可能な業務の整理を行
い、指定管理制度の導入も含めた検討が必要である。今後のメンテナンス費用の増大を勘案すると、一つの手段として、茜が丘複合施設とし
てリニューアルする方策も考えられるため、総合的な視点での検討が必要である。

判
断
理
由

３
実施主体の妥当性

受益者負担の適切さ

評 価
ポイント

事業の優先度（緊急性）

直接のサービスの相手方
４
４

事業の必要性

受益者負担の適切さ

利用者数（郷土資料館）

年間利用者数

開館日数（図書館）

年間開館日数

開館日数（郷土資料館）

年間開館日数

50,007円

年間利用者数

目標値
実績値

達成度
単価

-- -達成度
目標値

1,349円 1,466円 2,108円
9,068人実績値

達成度

305日
41,052円 43,149円

276円

単価
- -

達成度
目標値

13,372

72

13,444

特定財源

13,043

名称

説明

名称
308日 309日

一般職員所要人員 (B) 人

特定財源

活
動
指
標

（
目
標

）

一般財源

事業費(決算額) (A)

受益者負担額 (E)

受益者負担率[(E)/(D)] (F)

①

一般人件費[平均給与×(B)]

42 72

13,444

22年度

12,904

42

18年度 19年度 20年度 21年度

124

単位

千円

66

一般財源

11,571

13,372

42

13,009

13,051

12,261

事
務
事
業
デ
ー

タ (C) 千円 950

12,862

(A')事業費(予算額または見込額）

13,478

13,602

79

13,001

12,340

11,505

0.12

950

総コスト[(A)+(C)] (D) 千円 12,521 13,290 14,552

22年度

0.0%

21年度

0.0%

20年度

- -
45,514円

46,295人

47,094円

290日

-
43,176円

291日292日実績値
目標値

18年度 19年度

314円

説明

利用者数（図書館）

単価

実績値

- - -

３

名称

48,156人

５
２ 実施主体の妥当性

市民ニーズの把握
１

6,902人

-
説明

9,285人

成
果
指
標

（
目
標

）

①
258円単価

48,614人
名称

説明

0.12 0.12

950

総
合
評
価

②

②

％ 0.0%

千円

総
合
評
価

総
合
評
価

２評 価
ポイント

事業の優先度（緊急性） ４ 事業の必要性

直接のサービスの相手方 ４

拡充

継続実施

改善・見直し

廃止

抜本的見直し

休止

拡充

継続実施

改善・見直し

廃止

抜本的見直し

休止

拡充

継続実施

改善・見直し

廃止

抜本的見直し

休止
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